
 

 

 

 令和７年度 SDGs 経営普及・啓発支援事業業務委託の業者選定に関する公募型企画提案の実

施について、次のとおり公告します。 

 

 令和７年３月２１日 

 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

１ 公募型企画提案に関する事項 

（１）件  名 令和７年度 SDGs 経営普及・啓発支援事業業務委託 

（２）業務事項  

ア 大手企業と学生の交流を通じたアイデアの創出 

イ 「第１８回川崎国際環境技術展」を活用したビジネスマッチングの創出 

ウ 事業全体の成果報告・振り返りを目的としたイベントの実施 

  ＊業務の詳細については、別紙仕様書を参照すること。 

（３）委託期間 契約締結日から令和８年３月１３日 

 

２ 提案書の提出者の資格 

（１）次の条件をすべて満たしていること。 

ア 大手企業、学生、中小企業等における共創事例（特にサーキュラーエコノミーをはじ

めとする環境分野等、SDGs に係る様々な課題）の創出について、ノウハウを持つ者 

イ SDGs に関連するイベント等の企画・運営に関するノウハウと実績がある者 

ウ 事業管理を行うにあたり、適切な会計管理ができる専門知識を有する人材が内部に確

保できる又はそのための体制が組める者 

エ 令和７・８年度川崎市業務委託有資格者名簿において、業種「その他」、種目「その

他」に登録がある者、または、登録申請中であり、企画提案審査会時点で登録される

見込みである者 

ただし、参加意向申出書提出時に、川崎市業務委託有資格業者名簿の登録申請に係る

所定の書類を提出し、同等の資格を有すると認められた場合は、落札後に登録するこ

とを前提として、登録申請している者と同等に扱うこととします 

オ 川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でない者 

カ 川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でない者 

キ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更正手続開始の申立がなされていな

い者及び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立がなさ

れていない者 

ク 法人及びその代表者が市民税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者 

ケ ＮＰＯ法人においては、特定非営利活動促進法第２条別表１９（前各号に掲げる活動

を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動）に該当する活動を行

う者、その他の法人においては定款等により同様の事業目的が確認できる者 

コ 川崎市暴力団排除条例（平成 24年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、

川崎市公告第730号



暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有することのない者 

サ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第 1 項又は第 2

項の規定に違反しない者 

 

３ 提案者を特定するための評価基準 

（１）企画提案の視点・内容 

（２）事業実施体制 

（３）提案内容の工夫 

（４）取組意欲・積極性 

（５）提案内容の実行可能性 

（６）経済性・効率性 

 

４ 担当部局 

川崎市経済労働局イノベーション推進部 

〒２１０－８５７７ 

神奈川県川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所本庁舎９階 

電 話（直通）：０４４－２００－２３３５ ＦＡＸ：０４４－２００－３９２０  

  メールアドレス：28ecotech@city.kawasaki.jp 

 

５ 公募型企画提案実施要領の交付の期間、場所 

（１）配布期間 令和７年３月２１日（金）～令和７年４月１５日（火）正午（土曜日、日

曜日及び祝日を除く。） 

（２）配布場所 ４の担当部局と同じ 

 

６ 参加意向申出書の提出の期限、場所及び方法 

（１）受付期限 令和７年４月４日（金）正午必着 

（２）受付場所 ４の担当部局と同じ 

（３）提出書類 

ア 参加意向申出書 

イ 業務実施体制・主な事業実績（兼 資格要件確認書） 

ウ 暴力団排除に係る誓約書 

エ 登記事項証明書（写し可） 

オ 国税納税証明書（写し可） 

カ 川崎市税納税証明書（写し可） 

キ 雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入確認用提出書類 

ク 財務諸表（直前決算２期分の写し） 

※ウ～クについては、令和７・８年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、業種を「その他」、種

目を「その他」で登録している場合は提出不要 

（４）提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る。） 

 

７ 企画提案書の提出の期限、場所及び方法 

（１）受付期限 令和７年４月１５日（火）正午必着 



（２）受付場所 ４の担当部局と同じ 

（３）提出書類 企画提案書、業務実績、所要経費・概算見積書、団体概要（任意）、 

財務諸表（※６(３)の書類として提出している場合は不要） 

（４）提出方法 ４の担当部局までデータにより提出してください。容量が大きく、データ

の送信ができない場合は担当部局までご相談ください。 

 

８ 企画提案書に使用する言語及び通貨 

（１）言語 日本語 

（２）通貨 日本国通貨 

 

９ 契約書作成の要否 

  要する。 

 

１０ 関連情報を入手するための照会窓口 

  ４と同じ。 

 

１１ その他必要と認める事項 

（１）業務規模概算額 １，９５６，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（２）提案書の作成及び提出に関する提出者の費用負担の有無 

   企画提案書の作成及び提出に係る一切の費用は、公募型企画提案参加者の負担としま

す。 

（３）その他 

ア 選考結果の発表は令和７年４月２４日（木）を予定しています。 

イ 詳細につきましては、本公募型企画提案実施要領を御参照ください。 

ウ 当該落札決定の効果は、川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決（令和

７年３月頃）を要します。 
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